





























































多基準分析 Multicriteria analysis における criterion（pl. criteria）は，ギリシャ語の
kritērion（‘means of judging’）を起源としている。Criterion とは ‘a principle or standard

































































８６ 佛教大学総合研究所紀要別冊 ポスト京都議定書における低炭素循環型社会形成に関する研究（2011 年 3 月）
ても，将来問題となることがある程度明確であれば，調査を実施すべきである，とし


















































































































































2，事例 4，事例 5は基本的には専門家参加型，事例 3は不明型と言えよう。
自治体で導入の進んでいる行政評価あるいは政策評価は，主に所与型と内部設定型
で行われる場合が多いように思われる。「政策評価の方法に関する標準的ガイドライ






























































































































































（萩原 清子 はぎはら きよこ）
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